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証券コード　9435
平成28年６月６日

株　主　各　位
東京都豊島区西池袋一丁目４番10号

代表取締役会長 重 田 康 光

第29回定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社第29回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの

で、ご出席くださいますようご通知申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合は、以下のいずれかの方法によって議決権を行
使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のう
え、議決権をご行使くださいますようお願い申し上げます。

【書面による議決権行使の場合】
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成28年６

月20日（月曜日）午後５時30分までに到着するようご返送ください。

【インターネットによる議決権行使の場合】
当社指定の議決権行使ウェブサイト（http://www.it-soukai.com/）にアクセ

スしていただき、平成28年６月20日（月曜日）午後５時30分までに議決権をご
行使ください。
なお、インターネットによる議決権行使に際しましては、３頁および４頁記

載の「インターネットによる議決権行使方法のご案内」をご確認ください。

敬　具
記

１．日 時 平成28年６月21日（火曜日）午前10時
２．場 所 東京都豊島区南大塚三丁目33番６号

ホテルベルクラシック東京　４階　フィガロ
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第29期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査
役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第29期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
議　　 案 取締役４名選任の件

以　上
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◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申し上げます。

◎剰余金の配当につきましては、平成28年５月20日開催の当社取締役会において、
第29期第４四半期末配当として、１株当たり51円の配当を実施する旨決議いた
しました。なお、第29期第４四半期末配当金の支払開始日は、平成28年６月７
日といたしております。

◎株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生
じた場合は、修正事項について速やかにインターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.hikari.co.jp/ir/account/）に掲載いたします。

◎当社は、法令により提供すべき書面のうち、法令および当社定款第17条の規定
に基づき、次に掲げる事項は、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.hikari.co.jp/ir/account/）に掲載しておりますので、本定時株
主総会招集ご通知の提供書面には記載しておりません。

　・連結計算書類のうち連結注記表
　・計算書類のうち個別注記表
　したがって、本定時株主総会招集ご通知の提供書面は、会計監査人が会計監査

報告を作成するに際して監査をした連結計算書類または計算書類の一部であり、
また、監査役および監査役会が監査報告を作成するに際して監査をした連結計
算書類または計算書類の一部であります。

－ 2 －

株主各位



2016/05/24 17:09:01 / 15174449_株式会社光通信_招集通知

インターネットによる議決権行使方法のご案内

◇インターネットによる議決権行使の方法およびご留意事項
インターネットにより議決権を行使される場合は、次の事項をご了承のうえ、

議決権をご行使くださいますようお願い申し上げます。
１）インターネットによる議決権行使は、パソコンまたは携帯電話により当社

指定の議決権行使ウェブサイト（下記URLをご参照ください。）をご利用い
ただくことによってのみ可能です。

　　インターネットにより議決権を行使される場合は、同封の議決権行使書用
紙の右片に記載の議決権行使コードおよびパスワードにてログインし、画
面の案内に従ってご入力いただき、議決権をご行使ください。なお、セキ
ュリティ確保のため、初回ログインの際に、パスワードを変更していただ
く必要がございます。

【議決権行使ウェブサイトURL】 〈携帯電話用〉

http://www.it-soukai.com/

※　バーコード読取機能付の携帯電話を利用して「QRコード®」を読み取
り、議決権行使ウェブサイトにアクセスすることが可能です。なお、
携帯電話の操作方法の詳細はお手持ちの携帯電話の取扱説明書をご確
認ください。（*「QRコード®」は、株式会社デンソーウェーブの登録
商標です。）

２）議決権の行使期限は平成28年６月20日（月曜日）午後５時30分であり、同
時刻までに入力を終える必要がございますので、お早目の行使をお願いい
たします。

３）今回ご案内する議決権行使コードおよびパスワード（株主様が変更された
パスワードを含みます。）は、本株主総会に関してのみ有効です。次回の
株主総会の際には、新たに議決権行使コードおよびパスワードを発行いた
します。

４）書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インタ
ーネットによる議決権行使を有効なものとしてお取扱いいたします。

　　インターネットで複数回にわたり議決権を行使された場合は（パソコンで
複数回にわたり議決権を行使された場合、携帯電話で複数回にわたり議決
権を行使された場合またはパソコンと携帯電話で重複して議決権を行使さ
れた場合、いずれの場合も含みます。）、最後に行使されたものを有効な
ものとしてお取扱いいたします。

５）インターネットに関する費用（プロバイダ接続料金・通信料金等）は、株
主様のご負担となります。

６）以下の事項にご注意ください。
　・同封の議決権行使書用紙に記載された議決権行使コードおよびパスワード

は、議決権を行使される方が株主様ご本人であることを認証する重要なも
のです。他人に絶対に知られないようご注意ください。なお、当社より株
主様のパスワードをお尋ねすることはございません。

　・パスワードは一定回数以上間違えるとロックされ使用できなくなります。
ロックされた場合は、画面の案内に従ってお手続きください。
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　・議決権行使ウェブサイトは、一般的なインターネット接続機器にて動作確
認を行っておりますが、機器によってはご利用いただけない場合がござい
ます。予めご了承くださいますようお願い申し上げます。

◇お問い合わせ先について
　ご不明点等がございましたら、当社の株主名簿管理人であるみずほ信託銀行
証券代行部の以下の窓口宛てにお問い合わせください。

１）議決権行使ウェブサイトでの議決権行使の具体的方法等に関する専用お問
い合わせ先
　みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル
　電話番号　0120－768－524　（フリーダイヤル）
　（受付時間　９：00～21：00　土日祝日を除く）

２）上記１）以外の住所変更等に関するお問い合わせ先
　みずほ信託銀行　証券代行部
　電話番号　0120－288－324　（フリーダイヤル）
　（受付時間　９：00～17：00　土日祝日を除く）

以上
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（提供書面）
事　 業　 報　 告

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

１．企業集団の現況
(1) 当連結会計年度の事業の状況
①　事業の経過および成果

当連結会計年度（平成27年４月１日～平成28年３月31日）における我が
国経済は、アジア新興国経済の低迷といった景気の下振れリスクがあるも
のの、政府の経済対策や金融政策などを背景とした、雇用環境の改善と所
得の増加による個人消費の持ち直しなど、緩やかな回復基調を維持してお
ります。
当社グループの属する情報通信分野においては、移動体通信の市場が成

熟する中で、政府の競争促進施策（総務省による携帯電話の料金その他の
提供条件に関するタスクフォースの提言等）による、携帯電話端末の「実
質０円」廃止、仮想移動体通信事業者（ＭＶＮＯ）の参入、ＳＩＭロック
解除の義務化、新料金プランの導入など、市場は大きく変化しております。
また、固定通信市場におきましても、光回線の卸売り販売により、さまざ
まな事業者が自社サービスと組み合わせてユーザーに提供することが可能
となるなど、同事業分野におけるサービス競争は新たな局面を迎えており
ます。
そのような中、当社グループでは、従来のビジネスである商品・サービ

スの取次ぎ（販売代理店モデル）に加え、自社開発商材やＭＶＮＯサービ
ス、契約後の継続収益の一部を受け取るレベニューシェア型の商品・サー
ビス（高ストックモデル）の獲得数を増やすことができました。その結果、
販売手数料など販売活動に係る費用は増加いたしましたが、顧客契約数が
伸びたことにより、将来の安定した収益源となるストック利益（※）が増
加いたしました。
加えて、リアル店舗を運営する中小企業向けに、各業種に特化した予約

管理システムの販売等を行う業種別・ＩＴソリューション事業の契約（保
有）店舗数も順調に推移いたしました。また、情報通信以外にも、ウォー
ターサーバーや保険などの生活に関連するサービスも拡大しており、当社
グループの強みである販売力を活かしながら、収益力の向上を図ってまい
りました。
その結果、当連結会計年度の業績は、売上高が574,523百万円（前連結会

計年度比2.1％増）、営業利益が37,483百万円（同16.8％増）、経常利益が
38,356百万円（同4.9％増）、税金等調整前当期純利益が51,173百万円（同
11.6％増）、親会社株主に帰属する当期純利益が25,021百万円（同20.5％
増）となりました。

（※）ストック利益とは、当社グループが獲得したユーザーによって契約
後に毎月支払われる基本契約料金・使用料金・保険料金等から得られ
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る収入から、顧客維持コスト、提供サービスの原価等を除いた利益分
のことであります。収入については、通信キャリア、保険会社などか
ら受け取る場合と、ユーザーから直接受け取る場合とがあります。

（法人事業）

法人事業におきましては、主要顧客である中小企業層に対し、訪問販
売にてＯＡ機器や環境関連商材、法人向け携帯電話等の販売などを通じ
て、業務効率向上とコスト適正化のご提案を行っております。また、コ
ールセンターやＷＥＢ等では、固定回線やブロードバンド回線などの通
信回線サービスの取次ぎ・販売を行っております。
そのような中、当社グループでは、従来のビジネスである商品・サー

ビスの取次ぎ（販売代理店モデル）に加え、自社開発商材やＭＶＮＯサ
ービス、契約後の継続収益の一部を受け取るレベニューシェア型の商
品・サービス（高ストックモデル）の獲得数を増やすことができました。
その結果、販売手数料など販売活動に係る費用は増加いたしましたが、
顧客契約数が伸びたことにより、将来の安定した収益源となるストック
利益が増加いたしました。
加えて、リアル店舗を運営する中小企業向けに、各業種に特化したＩ

Ｔソリューションサービスの提案を行う業種別・ＩＴソリューション事
業の契約（保有）店舗数も順調に推移いたしました。

さらに、中小企業におけるエコやコスト削減に対する意識の高まりを
背景に、ＬＥＤ照明をはじめとした、業務用空調機器や太陽光発電シス
テム、ウォーターサーバー等の環境関連商材の販売を行ってまいりまし
た。
その結果、当連結会計年度の法人事業の売上高は275,780百万円（前連

結会計年度比11.8％増）、営業利益は24,500百万円（同14.0％増）とな
りました。
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（ＳＨＯＰ事業）

ＳＨＯＰ事業におきましては、日本全国で展開する店舗において携帯
電話端末や周辺機器、データ通信端末、モバイルコンテンツ等の販売事
業を行っております。

携帯電話販売においては、当社グループにおいても、移動体通信市場
の成熟ならびに携帯電話端末の「実質０円」廃止の影響により、販売台
数が落ち込みましたが、携帯電話付帯サービスとして提供しているモバ
イルコンテンツの販売は堅調に推移いたしました。また、店舗の統廃合
や当社グループの直営店を当社グループの代理店に譲渡するオフバラン
スを積極的に行うなど、効率的な店舗運営に向けた施策を展開してまい
りました。
その結果、当連結会計年度におけるＳＨＯＰ事業の売上高は271,383百

万円（前連結会計年度比10.0％減）、営業利益は13,642百万円（同2.4％
減）となりました。

      （保険事業）
保険事業におきましては、コールセンターや保険ショップにおける各

種保険サービスのご提案に加え、顧客基盤を有する企業へのアポインタ
ー派遣を行う派遣事業や、法人向けにコンサルティングサービスを通じ
た保険代理店事業を行っております。
当連結会計年度においては、コスト圧縮による生産性の向上に取り組

みつつ、コールセンター・店舗・ＷＥＢ・訪問の各販売網の連携強化に
注力し、販売は好調に推移いたしました。
その結果、当連結会計年度の保険事業の売上高は30,698百万円（前連

結会計年度比79.8％増）、営業利益は4,312百万円（同78.2％増）となり
ました。

②　設備投資の状況

当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。

③　資金調達の状況

当連結会計年度において、以下の社債を発行したことにより、7,000百万
円の資金調達を行いました。
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(当  社)

社 債 の 銘 柄

第４回無担保社債

（株式会社三井住
友銀行保証付およ
び適格機関投資家
限定）

第５回無担保社債

（株式会社三井住
友銀行保証付およ
び適格機関投資家
限定）

第６回無担保社債

（株式会社りそな
銀行保証付および
適格機関投資家限
定）

発 行 総 額 2,000百万円 2,000百万円 3,000百万円

各 社 債 の 金 額 200百万円 200百万円 100百万円

社 債 の 形 式
振替法の規定によ
り社債券は発行さ
れない

振替法の規定によ
り社債券は発行さ
れない

振替法の規定によ
り社債券は発行さ
れない

利 率 年0.39％ 年0.20％ 年0.31％

発 行 価 格
額面100円につき
金100円

額面100円につき
金100円

額面100円につき
金100円

償 還 金 額
額面100円につき
金100円

額面100円につき
金100円

額面100円につき
金100円

払 込 期 日 平成27年６月30日 平成28年２月29日 平成28年３月25日

償 還 期 限
平成32年６月30日

（５年債）

平成33年２月26日

（５年債）

平成33年３月25日

（５年債）

利 払 日
毎年６月30日・12
月30日

毎年２月末日・８
月31日

毎年３月25日・９
月25日

資 金 使 途 借入金返済資金 借入金返済資金 借入金返済資金

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　　当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承

継の状況

当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状

況

・当社は、平成27年10月１日を効力発生日として、持分法適用関連会社
の株式会社アイフラッグと株式交換を行い、同社を完全子会社といた

しました。
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(2) 企業集団の対処すべき課題

（法人事業）
法人事業におきましては、従来の代理店としての販売活動に加え、付帯

商材や自社商材の販売比率を高めることで、一顧客あたりの単価の増大を
目指しつつ、代理店網の開拓、営業人員の増強、ＷＥＢ販路などの新たな
販売チャネルの構築等によって販売網を拡大することで、当社グループの
保有顧客数をさらに増やし、将来の安定的な収益源となるストック利益を
積み上げてまいります。
また、顧客データベースとその運用の精度を高めることによって、既契

約ユーザーの価値を最大限引き出せるような効率のよい販売を推進し、ク
ロスセル・アップセルによる増益を目指してまいります。

さらに、既存顧客との継続的な取引関係を維持（解約率の低下）するた
めに、サポート体制の強化やコンプライアンスをはじめとする従業員教育
の徹底を行い、一従業員あたりの利益率向上を課題として取り組んでまい
ります。

（ＳＨＯＰ事業）
ＳＨＯＰ事業におきましては、移動体通信の市場が成熟しつつある中で、

既存店舗の生産性向上が課題となります。また、事業領域を携帯電話端末
販売に限らず、モバイルデータ通信端末や、モバイルコンテンツなどの付
帯商材へ拡大し、今後のＳＨＯＰ事業における利益成長を目指します。

（保険事業）
保険事業におきましては、安定した利益成長を実現するために、顧客基

盤を有する企業へのアポインター派遣を行う派遣事業の拡大や、店舗など

の新たな販売チャネルの確保、適正な人員規模の維持と人材の育成に取り

組んでまいります。
　また、当社グループではこれまで情報漏洩防止等について積極的に取り
組んでまいりましたが、今後ますます日本社会においてコンプライアンス
の重要性が高まると予想されるため、情報セキュリティの継続的な強化が
課題となります。

－ 9 －

企業集団の対処すべき課題
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(3) 直前３連結会計年度および当連結会計年度の財産ならびに損益の状況

区 分
第26期

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

第27期

(平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで)

第28期

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

第29期
(当連結会計年度)

(平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

売 上 高(百万円) 500,312 565,165 562,509 574,523

営 業 利 益(百万円) 24,594 31,763 32,084 37,483

経 常 利 益(百万円) 27,186 39,737 36,551 38,356

親会社株主に
帰 属 す る
当 期 純 利 益

(百万円) 16,887 29,352 20,763 25,021

１株当たり当期純利益(円) 343.15 623.71 450.27 538.13

総 資 産(百万円) 251,251 338,815 393,352 410,352

純 資 産(百万円) 123,854 143,651 175,511 180,340

１株当たり純資産額(円) 2,374.66 2,842.67 3,488.34 3,588.96

（注）第29期（当連結会計年度）については、前記「(1) 当連結会計年度の事業の状況」に記載

　　　のとおりであります。

(4) 主要な事業内容（平成28年３月末日現在）

当社の企業集団（当社および当社の関係会社）は、当社、連結子会社183社

ならびに持分法適用非連結子会社および関連会社103社により構成されてお

ります。当社は、持株会社として企業集団全般の経営管理を担い、各事業子

会社・関連会社におきまして、主に「法人事業」、「ＳＨＯＰ事業」および

「保険事業」を行っております。各事業の内容は以下のとおりであります。

事 業 区 分 事　業　内　容　等

法 人 事 業

主に中小企業向けのＯＡ機器販売
各種通信サービスの加入取次ぎ
中小企業向け簡易業務サポート等の提供
法人向け移動体通信サービスの提供
その他法人顧客向けサービスの提供等

Ｓ Ｈ Ｏ Ｐ 事 業
店舗における携帯電話の新規加入および機種変更手続きに関する代理
店業務および携帯電話端末・周辺機器の販売等

保 険 事 業 テレマーケティング手法を中心とした保険代理店事業等

(5) 企業集団の主要な事務所（平成28年３月末日現在）

本 社 東京都豊島区西池袋一丁目４番10号

営 業 所
池袋、上野、札幌、仙台、名古屋、大阪、福岡、沖縄他（当社を含む
企業集団全体の営業所）

－ 10 －

直前３連結会計年度および当連結会計年度の財産ならびに損益の状況、主要な事業内容、企業集団の主要な事
務所
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(6) 企業集団の従業員の状況（平成28年３月末日現在）

①　企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

9,731名 594名減

（注）１．上記従業員数に臨時従業員、契約従業員および嘱託従業員の数は含まれておりません。

なお、最近１年間における臨時従業員の平均雇用人数は2,074名であります。

２．従業員の定年は、満60歳に達した月の末日としております。

②　当社の従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

931名 　76名減 31.3歳 4.5年

（注）１．上記従業員数に臨時従業員、契約従業員および嘱託従業員の数は含まれておりません。

なお、最近１年間における臨時従業員の平均雇用人数は58名であります。

２．従業員の定年は、満60歳に達した月の末日としております。

－ 11 －

企業集団の従業員の状況
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(7) 重要な親会社および子会社の状況

①　重要な親会社の状況

当連結会計年度において該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会社名 資本金 議決権比率 主要な事業内容

株式会社アイ・イーグループ 101百万円 100.00％
ＯＡ機器の販売およびメン
テナンス

ユニバーサルソリューション
シ ス テ ム ズ 株 式 会 社

100百万円
45.46％

　(7.74％)
ＡＳＰ事業

株 式 会 社
エ フ テ ィ グ ル ー プ

1,322百万円
51.23％
(11.26％)

情報通信機器、ＯＡ機器の
販売

株式会社メンバーズモバイル 250百万円
100.00％
(100.00％)

法人向け携帯電話の販売

株式会社ウォーターダイレクト 1,254百万円
53.40％
(37.54％)

ミネラルウォーター宅配事
業

テ レ コ ム サ ー ビ ス 株 式 会 社 500百万円
81.25％
(81.25％)

携帯電話の販売

株 式 会 社
ジ ェ イ ・ コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン

90百万円 100.00％ 携帯電話の販売

株 式 会 社 パ イ オ ン 1,261百万円 100.00％ 携帯電話の販売

株式会社ニュートン・フィナン
シ ャ ル ・ コ ン サ ル テ ィ ン グ

2,237百万円 70.13％
テレマーケティング手法を
中心とした保険サービスの
販売等

株 式 会 社 ウ ェ ブ ク ル ー 100百万円
100.00％
(100.00％)

保険サービスの販売等

　(注) １.　議決権比率欄の（　）内は、当社の子会社が所有する議決権比率を内数で示してお

　　　　ります。

　　　 ２.　資本金、議決権比率、主要な事業内容欄は、平成28年３月末日現在の情報を記載し

　　　　ております。

　　　 ３.　当事業年度末日において特定完全子会社はありません。

③　企業結合の経過

当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。

④　企業結合の結果

上記②記載の重要な子会社を含め、連結子会社は183社、持分法適用非連

結子会社および関連会社は103社であります。

－ 12 －

重要な親会社および子会社の状況
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(8) 主要な借入先および借入額（平成28年３月末日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 42,080百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 4,964百万円

株 式 会 社 静 岡 銀 行 3,133百万円

株 式 会 社 横 浜 銀 行 1,569百万円

株 式 会 社 新 銀 行 東 京 1,000百万円

(9) 剰余金の配当等を取締役会が決定する旨の定款の定めがあるときの権限の

行使に関する方針

当社では、株主に対する利益の還元を経営上重要な施策の一つとして位置

づけております。当社は、将来の成長に関する投資および財務体質の充実・

強化を目的として、将来における安定的な企業成長と経営環境の変化に対応

するために必要な内部留保資金を確保しつつ、経営成績に応じた株主への利

益還元を継続的に行うことを基本方針としております。

(10)その他企業集団に関する重要な事項

　　  該当事項はありません。

２．株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 233,398,568株

内訳　　　　普通株式 183,398,568株

Ａ種株式 50,000,000株

(2) 当事業年度末における発行済株式の総数

47,749,642株

内訳　　　　普通株式 47,749,642株

Ａ種株式 0株

（注）自己株式の数を控除しておりません。

(3) 当事業年度末の株主数 17,268名

－ 13 －

主要な借入先および借入額、剰余金の配当等を取締役会が決定する旨の定款の定めがあるときの権限の行使に
関する方針、株式に関する事項
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(4) 当事業年度末における大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

有 限 会 社 光 パ ワ ー 20,104,600株 43.27％

J P  M O R G A N  C H A S E  B A N K 3 8 5 6 3 2 1,389,056株 2.99％

重 田 康 光 1,198,274株 2.58％

玉 村 剛 史 1,141,470株 2.46％

有 限 会 社 テ ツ 1,100,000株 2.37％

有 限 会 社 マ サ 1,100,000株 2.37％

有 限 会 社 ミ ツ 1,100,000株 2.37％

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 信 託 銀 行
株 式 会 社 ( 信 託 口 ）

768,400株 1.65％

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行
株 式 会 社 ( 信 託 口 ）

665,300株 1.43％

J P  M O R G A N  C H A S E  B A N K 3 8 5 1 7 4 596,800株 1.28％

　（注）１．当社は、当事業年度末日において自己株式を1,281,917株保有しておりますが、上記

大株主からは除外しております。

　　　　２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項

　　当事業年度中に定款授権に基づく取締役会決議により買い受けた自己株式

　　　普通株式　　　　　　　　　 377,700株

　　　取得価額の総額　　　　　 3,035百万円

　　当事業年度中に株式交換により処分した自己株式

　　　普通株式　　　　　　　　　 606,812株

　　　処分価額の総額　　　　　 3,392百万円

－ 14 －

主要な借入先および借入額、剰余金の配当等を取締役会が決定する旨の定款の定めがあるときの権限の行使に
関する方針、株式に関する事項
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３．新株予約権等に関する事項
(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状

況（平成28年３月末日現在）
　　該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に従業員等に交付した新株予約権の状況
　  該当事項はありません。

４．会社役員に関する事項
(1) 取締役および監査役の状況（平成28年３月末日現在）

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 重 田 康 光

代 表 取 締 役 社 長 玉 村 剛 史

常 務 取 締 役 和 田 英 明 コンシューマー事業本部長

常 務 取 締 役 儀 同 　 康 管理本部長

常 勤 監 査 役 西 島 義 隆

監 査 役 田 中 　 稔 公認会計士

監 査 役 髙 野 一 郎 弁護士

（注）１．監査役　田中稔氏および髙野一郎氏は、社外監査役であります。

２．監査役　田中稔氏は、公認会計士および税理士の資格を有しており、財務および会計

に関する相当程度の知見を有するものであります。

３．当社は、監査役　田中稔氏および髙野一郎氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づ

く独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

      ４．責任限定契約に関する事項

当社は、社外監査役　田中稔氏および髙野一郎氏との間で、会社法第427条第１項の規

定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約において、社外監査役がその職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がない

ときは、次に掲げる額の合計額と６百万円のいずれか高い額を当該損害賠償責任の限

度額としております。

　　　　イ．社外監査役がその在職中に当社から職務執行の対価として受け、または受けるべき

　　　　財産上の利益の１年間当たりの額に相当する額として会社法施行規則第113条に定

　　　　める方法により算定される額に、２を乗じて得た額

　　　　ロ．社外監査役が当社の新株予約権を引き受けた場合における当該新株予約権に関する

　　　　財産上の利益に相当する額として会社法施行規則第114条に定める方法により算出

　　　　される額

－ 15 －

新株予約権等に関する事項、会社役員に関する事項
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(2) 社外役員に関する事項
①　当事業年度における主な活動状況

取締役会（14回開催）(注) 監査役会（12回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

監 査 役 田 中 　 稔 10回 71％ 12回 100％

監 査 役 髙 野 一 郎 12回 86％ 12回 100％

（注）上記14回の取締役会のほか、会社法第370条および当社定款第30条の規定に基づき取締

役会決議があったものとみなす書面決議が３回ありました。

②　取締役会および監査役会における発言状況
各社外監査役は、取締役会に出席し、主に会計的および法的な見地等か

ら意見を述べる等、取締役会の意思決定の適正性を確保するための提言等

を行っております。

また、各社外監査役は、監査役会に出席し、主に会計的および法的な見

地から発言をする等、実効性の高い監査実現のため適宜発言を行っており

ます。

  ③　社外取締役を置くことが相当でない理由

当社は、これまで、当社事業の現場に精通した社内出身者である取締役

を中心に、当社事業の特性を踏まえた機敏で効率的かつ実質的な議論およ

び迅速な意思決定を取締役会で行うことを重視し、また、社外監査役との

間の適度な緊張関係と連携関係により、適切な監督・牽制の効いた体制が

敷かれているため、社外取締役の選任は行ってきておらず、当事業年度末

日において社外取締役を置いておりません。

当社といたしましては、社外取締役が経営判断に参加しつつ、経営に対

する実効的な監督を行うためには、当社の事業領域に関する知見や当社の

企業経営や事業の特性への理解等を有し、かつ、当社経営陣からの独立性

を有していることが必要であると考えておりますが、現時点では、これら

の要件を満たす適任者の方の選定には至っておりません。適任でない方を

形式的に社外取締役として選任した場合、機動的かつ柔軟な経営判断を阻

害されるおそれがあり、相当でないと判断し、社外取締役を選定しており

ません。

当社といたしましては、法令環境を含む社会環境や市場動向の状況等も

勘案しつつ、当社に最適なコーポレート・ガバナンスを目指し、今後とも

継続的に検討を重ねてまいる所存であります。

－ 16 －

会社役員に関する事項
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(3) 当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の額

区 分 人 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 ４名 75百万円

監 査 役
（う　ち　社　外　監　査　役）

３名
（２名）

19百万円
（12百万円）

計 　 ７名 94百万円

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、平成24年６月22日開催の第25回定時株主総会において賞与を

含めた報酬等の額として年額600百万円以内（但し、使用人兼務取締役の使用人分給与

は含まない）と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成12年11月22日開催の第13回定時株主総会において年額40

百万円以内と決議いただいております。

４．取締役および監査役の報酬等の額には、役員退職慰労引当金の繰入額13百万円（取締

役に対し12百万円、監査役に対し１百万円）を含めております。
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５．会計監査人に関する事項
　(1) 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

　(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

181百万円

　　　（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取

　　　引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分

　　　できませんので、上記(2)に記載の金額にはこれらの合計額を記載しておりま　

　　す。

　　　　　　２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報

　　　　　　酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行い、会計

　　　　　監査人の報酬の額について相当であると判断し、同意しております。

　(3) 当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

343百万円

　　　（注）当社の子会社のうち、株式会社エフティグループ等は、当社の会計監査人以外の公

　　　認会計士又は監査法人の監査を受けております。

　(4) 非監査業務の内容

　当社は、有限責任あずさ監査法人に対して、国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）

に関するアドバイザリー業務に対する対価を支払っております。

　(5) 責任限定契約に関する事項

当社と会計監査人有限責任 あずさ監査法人は、会社法第427条第１項の規

定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結いたし

ております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、監査受嘱者に悪意

または重大な過失があった場合を除き、260百万円または監査受嘱者の会計監

査人としての在職中に報酬その他の職務執行の対価として当社から受け、ま

たは受けるべき財産上の利益の額の事業年度ごとの合計額のうち最も高い額

に２を乗じて得た額のいずれか高い額としております。

　(6) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任の

議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。

この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会

において、会計監査人を解任した旨およびその理由を報告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
　(1) 業務の適正を確保するための体制

当社の業務の適正を確保するための体制の整備等について、取締役会で決

議した内容の概要は次のとおりであります。

　  ①　取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを

        確保するための体制

a.  コンプライアンス担当取締役を定め、コンプライアンス体制に係る規

程を制定し、取締役および従業員が法令・定款・社内規程およびその

他これに準ずる基本方針等を遵守した行動をとるための行動規範を

定めるものとします。

b.  社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、断固とし

た姿勢・毅然とした態度で対応するものとし、当社が定める基本方針

に則り、反社会的勢力との関係遮断に取り組むものとします。

c.  内部監査部門は、コンプライアンスの状況を監査し、これらの活動は

定期的にコンプライアンス担当取締役もしくは代表取締役に報告する

ものとします。

d.  法令上疑義のある行為等について従業員が直接情報提供を行う窓口を

設置するものとします。

e.  財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法その他の関連法令

に従い、財務報告に係る内部統制の整備および運用を行うものとしま

す。

    ②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　取締役は、その職務の執行に係る文書につき、当社が定める文書取扱

規程に従い、適切に保管および管理するものとします。また、取締役お

よび監査役は、必要に応じて随時当該文書の閲覧をすることができるも

のとします。

    ③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

a.　当社のリスク管理を定めた危機管理規程を制定し、リスクカテゴリー

ごとの担当部署および担当責任者を設置し、継続的に管理するものと

します。

b.　内部監査部門が各部署のリスク管理の状況を監査し、コンプライアン

ス担当取締役もしくは代表取締役に報告するものとします。

c.　リスクに関する情報は迅速かつ正確に関係部署に報告されるようにす

るものとします。
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    ④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

    　以下の経営管理システムを用いて、取締役の職務の執行の効率化を図

るものとします。

 イ．職務権限・意思決定ルールの策定および見直し

 ロ．取締役および事業部長を構成員とする経営会議の実施

 ハ．予算管理規程に基づく中長期計画の策定、事業部門ごとの業績目標

と予算の設定、および月次・四半期業績管理の実施

 ニ．経営会議および取締役会による月次もしくは四半期ごとの業績の

レビューと改善策の実施

 　 ⑤　企業集団における業務の適正を確保するための体制

a.　当社は、子会社における業務の適正を確保するため、子会社のセグメ

ント別の事業ごとに、それぞれの責任を負う担当取締役または担当部

署および担当責任者を設置して責任体制を明確化するとともに、取締

役、関係部署および責任者が連携して、子会社における職務執行およ

び事業状況、リスク事項等に係る情報共有を図り、子会社におけるコ

ンプライアンス・法令遵守体制、リスク管理体制を構築するものとし

ます。

b.　当社の内部監査部門は、子会社の業務全般に関する監査を実施し、検

証および助言等を行うものとします。

c.　当社は、子会社の自主性および上場子会社の独立性を尊重しつつ、当

社における承認事項および当社に対する報告事項等を明確にし、その

執行状況をモニタリングするものとします。また、セグメント別の事

業ごとに設置された担当取締役または担当部署および担当責任者を通

じて、子会社の事業の状況に関する定期的な報告を受けるとともに、

重要事項についての事前協議を行うものとします。

d.　当社は、当社グループ全体のリスク管理の方針を危機管理規程におい

て定めるとともに、グループ全体のリスク管理を統括する部署を設置

し、グループ各社におけるリスク管理について、総括的に監査を行い、

管理するものとします。なお、当該リスク管理統括部署は、子会社に

おけるリスク管理状況に関する監査結果を、定期的にコンプライアン

ス担当取締役または代表取締役に報告するものとします。

e.　当社は、子会社の経営に重大な影響を与える事態を把握した場合には、

コンプライアンス担当取締役または代表取締役を長とする対策委員会

を設置し、外部専門家とも連携し、適時適切に対応することにより、
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子会社の損害の拡大の防止に努めるものとします。

f.　当社は、子会社の機関設計および業務執行体制につき、子会社の事業、

規模、当社グループ内における位置付け等を勘案の上、定期的に見直

し、効率的にその業務が執行される体制が構築されるよう、監督する

ものとします。

g.　当社は、子会社における意思決定について、子会社の取締役会規程、

職務権限規程その他の各種規程に基づき、子会社における業務執行者

の権限と責任を明らかにさせ、組織的かつ効率的な業務執行が行われ

るよう、必要に応じて指導を行うものとします。

h.　当社は、子会社の役員および従業員に対し、当社および子会社に共通

して適用されるコンプライアンスに係る規程または方針を策定し、法

令・定款・社内規程およびその他これに準ずる基本方針等を遵守した

行動をとるための行動規範を浸透させるものとします。当社は、当社

の内部監査部門を通じて、定期的に子会社に対する内部監査を実施し、

内部監査部門に、その結果をコンプライアンス担当取締役または代表

取締役に報告させることにより、子会社における法令・定款違反を未

然に防止するとともに、発見された問題への対策を適時適切に講じる

ものとします。

    ⑥　監査役補助人の設置ならびに監査補助人の独立性および監査役の監査役

補助人への指示の実効性を確保するための体制

a.　当社は、監査役から要請があった場合、必要な員数および求められる

資質について監査役と協議の上、監査役の監査業務を補助する人員（以

下「監査役補助人」といいます。）を配置するものとします。

b.　監査役補助人の任命・解任・人事異動・人事評価・懲戒処分に関して

は、あらかじめ監査役会の同意を得て、取締役会にて決定するものと

します。

c.　監査役補助人は、他の職務の兼任を妨げられないものとします。但し、

監査役から兼任する職務内容を変更するよう請求があった場合には、

合理的な理由がない限り、当社は、当該監査役補助人の兼任職務内容

を変更するものとします。なお、監査役補助人は、監査役の職務の補

助業務に関しては、監査役の指揮命令下で業務を行い、監査役以外か

らの指揮命令は受けないものとします。

d.　取締役および従業員は、監査役の要請により、以下の措置を講じるほ

か、監査役補助人の業務が円滑に行われるよう監査環境の整備に協力
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するものとします。

イ．監査役補助人が、監査役に同行し、取締役会その他の重要会議に

    出席する機会を確保すること。

ロ．監査役補助人が、監査役に同行し、代表取締役、業務執行取締

役や会計監査人との意見交換の場に参加すること。

 　 ⑦　取締役および使用人ならびに子会社の役員および使用人が当社の監査役

に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

a.　取締役および従業員は、次に定める事項を監査役および監査役会に報

    告するものとします。

  イ．会社に著しい影響を及ぼすおそれのある事項

  ロ．内部監査状況およびリスク管理に関する重要な事項

  ハ．重大な法令・定款違反

b.　子会社の取締役、監査役および従業員が、子会社に関する前項各号に

定める事項を発見した場合は、当該子会社の取締役もしくは監査役を

介して、または直接に、当社の担当部署に報告を行うものとし、当該

報告を受けた者は、速やかに、当該事項を当社の監査役および監査役

会に報告を行うこととします。なお、当社は、これらに係る必要な体

制の整備を行うものとします。

c.　当社の取締役および従業員ならびに子会社の取締役、監査役および従

業員は、法令および社内規程に定められた事項のほか、当社の監査役

から報告を求められた事項について、速やかに当社の監査役および監

査役会に報告するものとします。

d.　前三項に係る報告をした者が、当該報告を理由として、人事上その他

一切の点で当社から不利益な取扱いを受けることがないようにするも

のとします。

e.　前項に伴い、監査役は、取締役または従業員から得た情報について、

第三者に対する報告義務を負わないものとするとともに、監査役は、

報告をした従業員の異動、人事評価及および懲戒等に関して、取締役

にその理由の開示を求めることができるものとします。

－ 22 －

業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況



2016/05/24 17:09:01 / 15174449_株式会社光通信_招集通知

　  ⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

a.　監査の実効性を確保するため、取締役および従業員ならびに子会社の
取締役、監査役および従業員は、当社の監査役がその職務を執行する
ために必要とする報告を求めたときは、その職務の執行に関する事項
の説明を行うものとします。

b.　当社は、監査役会が要請した場合、当該要請に応じられない合理的な
理由がある場合を除き、監査役の監査業務に適した監査役会室を設置
するものとします。なお、監査役会室の設置に関する事項に関しては、
あらかじめ監査役会の同意を得て、取締役会にて決定するものとしま
す。

c.　当社は、監査役が要請した場合、監査役が代表取締役・業務執行取締
役や会計監査人と意見交換をする場を設けるものとします。

d.　内部監査部門は、監査役と定期的に内部監査結果について協議および
意見交換をするなどし、情報交換および緊密な連携を図るものとしま
す。

e.　当社は、監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払いまたは
支出した費用等の償還、負担した債務の弁済を請求したときは、その
費用等が監査役の職務の執行について生じたものでないことを証明で
きる場合を除き、これに応じるものとします。

f.　当社は、社外監査役として、弁護士、公認会計士、税理士その他外部
専門家を選任するよう努めるものとし、また、監査役会の合理的な要
請により、会社の費用負担により、独自のアドバイザーとして、弁護
士、公認会計士その他外部専門家の助言を受けることができるような
体制を整えるものとします。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況

当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の

概要は、以下のとおりです。

①　取締役および使用人の職務執行について

a.　取締役会は、取締役４名、監査役３名で構成され、当事業年度におい
ては14回開催されました。取締役会の構成に関しては、経営の迅速化
と牽制機能の強化を目的として、代表取締役２名の体制を採っており
ます。

b.　取締役および各事業部門の責任者で構成される経営会議を定期的（月
１回）に開催し、経営会議においては各事業部門の責任者より重要な
業務執行に関する事項について報告がなされ、取締役出席のもと慎重
に議論がなされております。

c.　情報管理部門を設置し、情報管理部門において、情報管理に関するグ

ループ従業員の意識向上を目的に、定期的な社員研修や各営業所の実

査を行っております。
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d.  「反社会的組織や暴力団に関する心得及び行動基本方針」を定め、グ

ループ全体として企業対象暴力に対する認識と対応フローを統一する

ことを目的として、「企業対象暴力（反社会的団体）対応マニュアル」

を作成し、社内ホームページ等に掲載し、社内での周知徹底を図って

おります。

②　リスク管理体制について

定期的（月１回）に当社グループ会社の事業本部ごとの各営業責任者お

よび持株会社である当社に統合された各管理部門の責任者によって構成

されるリスクコミッティにおけるリスク情報の吸い上げ等により、内部統

制システムが有効に機能しているかどうかを確認するとともに、具体的な

助言や勧告を行い、業務の改善や問題発生の未然の防止を図っておりま

す。

③　内部監査の実施について

代表取締役社長直轄で内部監査室の機能を有する内部監査室および

CS・リスク管理部門を設置しており、内部監査室およびCS・リスク管理部

門において、当社およびグループ会社の業務活動全般に関し、リスクマネ

ジメントの一環として、その妥当性や会社資源の活用状況、法令・社内規

程の遵守状況について、定期的（年２回以上）に関係会社や各営業所に対

して内部監査を実施する等、多角的に内部監査を行っております。

④　企業集団の業務の適正性の確保について

当社および当社子会社からなるグループ企業集団のガバナンスに関し

ては、事業会社である当社の各子会社の管理機能を持株親会社である当社

内のグループ管理部門に集約し、事業部門と管理部門を切り離すことで牽

制機能を強化しており、管理機能別には以下の施策を行っております。

イ. 財務・経理・IR部門：各子会社の経営状況を管理・分析し、経営に反

映するとともに、公正な開示を行い、透明性の確保を図っておりま

す。

ロ. 法務・審査部門：各子会社業務のコンプライアンスを管理・監督し、

また、取引与信枠の設定や潜在リスクの発見・回避等、経営リスクの

管理を行っております。

ハ. 人事・教育部門：グループ統一的な研修課程を実施することで、社員

の資質向上に努め、また成果主義の原則に基づく評価・報酬体系を導

－ 24 －
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入することで、グループ会社間の公平性を図っております。

ニ. 総務・情報システム部門：グループのシステム管理を一元的に行い、

情報セキュリティ強化に努めております。

ホ. 内部監査室、CS・リスク管理部門：グループ従業員へ適正な行動規範

を浸透させ、また、お客様等、社外からのご指摘・ご意見を経営に反

映し、従業員の資質向上および顧客満足度（CS）の向上を目指してお

ります。

ヘ. 内部統制部門：金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制の整

備および運用に係る体制確保の一環として、主に経理部門・業務管理

部門の業務監査、内部統制評価を行っております。

ト. 情報管理部門：情報管理に関するグループ従業員の意識向上を目的

に、定期的に社員研修や各営業所の実査を行っております。

⑤　監査役の職務の執行について

a.　監査役会は、常勤監査役１名と社外監査役２名で構成され、客観性お

よび中立性を確保し、経営監視機能を果たしております。

b.　監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を行うとと

もに、当社代表取締役社長および他の取締役、内部監査室、会計監査

人との間で意見交換会を実施し、情報交換等の連携を図っております。

c.　当社は、取締役会の開催前に議案およびその提案理由・経緯等の内容

について、社外監査役に開示し、社外監査役から指摘を受けた事項に

ついては、予めに必要な検討・対応措置を講じたうえで、取締役会に

上程することを原則としております。取締役会上程議案について社外

監査役へ事前の諮問を行い、社外監査役からの指摘・監査等を事前に

受けることで、監査役に対して取締役会議案に関する事前のチェック

機能を付与し、監査役の機能強化および取締役会の運営の適法性・適

正性・実効性を確保しております。

d.　社外監査役および常勤監査役は、監査役会で決定された監査方針、監

査計画に基づき、重要な会議への出席、当社グループの経営・業務全

般への調査・ヒアリング等を通じて、厳正な監査を行い、特に社外監

査役による経営の監視機能が十分に発揮されたコーポレート・ガバナ

ンス体制を確保しております。

－ 25 －
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７．会社の支配に関する基本方針
当事業年度において該当事項はありません。

８．その他株式会社の状況に関する重要な事項
当事業年度において該当事項はありません。

（注）事業報告に記載の金額については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

－ 26 －
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成28年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

リース債権及びリース投資資産

有 価 証 券

た な 卸 資 産

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

敷 金 保 証 金

破 産 更 生 債 権 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

212,135

50,623

96,451

10,028

17

14,806

9,214

1,627

32,482

△3,116

198,217

18,391

6,624

1,664

889

5,126

670

3,416

36,294

30,617

5,676

143,531

129,336

11,054

6,004

5,806

657

1,709

△11,036

流 動 負 債 172,697

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 41,139

短 期 借 入 金 35,542

１年内償還予定の社債 21,577

未 払 金 49,691

未 払 法 人 税 等 11,734

預 り 金 3,369

賞 与 引 当 金 2,091

役 員 賞 与 引 当 金 117

そ の 他 7,432

固 定 負 債 57,314

長 期 借 入 金 34,468

社 債 5,922

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 351

繰 延 税 金 負 債 13,108

そ の 他 3,463

負 債 の 部 合 計 230,012

（純資産の部）

株 主 資 本 136,563

資 本 金 54,259

資 本 剰 余 金 21,422

利 益 剰 余 金 69,054

自 己 株 式 △8,173

その他の包括利益累計額 30,207

その他有価証券評価差額金 30,310

為 替 換 算 調 整 勘 定 △104

退職給付に係る調整累計額 1

新 株 予 約 権 777

非 支 配 株 主 持 分 12,791

純 資 産 の 部 合 計 180,340

資 産 の 部 合 計 410,352 負 債 ・ 純 資 産 の 部 合 計 410,352

－ 27 －
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連 結 損 益 計 算 書

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 574,523

売 上 原 価 297,842

売 上 総 利 益 276,680

販売費及び一般管理費 239,197

営 業 利 益 37,483

営 業 外 収 益

受 取 利 息 351

受 取 配 当 金 1,730

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 105

投 資 有 価 証 券 売 却 益 2,760

投 資 事 業 組 合 運 用 益 21

負 の の れ ん 償 却 額 25

そ の 他 1,263 6,259

営 業 外 費 用

支 払 利 息 994

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,273

為 替 差 損 1,205

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 615

支 払 手 数 料 385

そ の 他 912 5,386

経 常 利 益 38,356

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 10,385

段 階 取 得 に 係 る 差 益 3,511

子 会 社 株 式 売 却 益 584

そ の 他 1,015 15,495

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 440

投 資 有 価 証 券 評 価 損 674

投 資 有 価 証 券 売 却 損 44

の れ ん 償 却 額 638

減 損 損 失 828

そ の 他 51 2,679

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 51,173

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 22,428

法 人 税 等 調 整 額 944 23,373

当 期 純 利 益 27,799

非支配株主に帰属する当期純利益 2,777

親会社株主に帰属する当期純利益 25,021

－ 28 －
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連結株主資本等変動計算書

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 54,259 5,438 70,728 △8,676 121,750

会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額

16,767 △17,472 △705

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高

54,259 22,206 53,255 △8,676 121,044

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △8,115 △8,115

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

25,021 25,021

連 結 範 囲 の 変 動 △1,107 △1,107

非支配株主との取引に係る
親 会 社 の 持 分 変 動

△2,460 △2,460

自 己 株 式 の 取 得 △3,063 △3,063

自 己 株 式 の 処 分 1,676 3,567 5,243

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － △783 15,798 503 15,518

当 期 末 残 高 54,259 21,422 69,054 △8,173 136,563

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新株予約権
非支配株主持
分

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に
係る調整累
計 額

その他の包
括利益累計
額 合 計

当 期 首 残 高 39,395 57 0 39,453 780 13,528 175,511

会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額

△705

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高

39,395 57 0 39,453 780 13,528 174,806

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △8,115

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

25,021

連 結 範 囲 の 変 動 △1,107

非支配株主との取引に係る
親 会 社 の 持 分 変 動

△2,460

自 己 株 式 の 取 得 △3,063

自 己 株 式 の 処 分 5,243

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△9,084 △161 1 △9,245 △2 △736 △9,984

連結会計年度中の変動額合計 △9,084 △161 1 △9,245 △2 △736 5,533

当 期 末 残 高 30,310 △104 1 30,207 777 12,791 180,340

（注）連結計算書類に記載の金額については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

－ 29 －
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貸　借　対　照　表
（平成28年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

有 価 証 券

貯 蔵 品

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 輌 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

の れ ん

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 社 債

長 期 貸 付 金

従 業 員 長 期 貸 付 金

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

76,583

11,214

2,157

17

5

43,195

295

350

19,347

204,337

8,096

2,375

1

1,226

0

205

4,285

1

330

200

99

30

195,911

99,868

55,224

34

1,952

2,386

63,125

160

173

2,519

△29,534

流 動 負 債 105,428

買 掛 金 0

短 期 借 入 金 23,937

関 係 会 社 短 期 借 入 金 49,595

1 年内償還予定の社債 21,400

未 払 金 3,943

未 払 費 用 97

未 払 法 人 税 等 5,247

預 り 金 452

前 受 金 23

賞 与 引 当 金 426

そ の 他 305

固 定 負 債 39,189

長 期 借 入 金 19,877

社 債 5,400

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 240

繰 延 税 金 負 債 12,437

そ の 他 1,233

負 債 合 計 144,618

（純資産の部）

株 主 資 本 108,139

資 本 金 54,259

資 本 剰 余 金 7,739

そ の 他 資 本 剰 余 金 7,739

利 益 剰 余 金 54,224

利 益 準 備 金 2,016

そ の 他 利 益 剰 余 金 52,208

特 別 償 却 準 備 金 545

繰 越 利 益 剰 余 金 51,663

自 己 株 式 △8,084

評 価 ・ 換 算 差 額 等 27,486

その他有価証券評価差額金 27,486

新 株 予 約 権 677

純 資 産 合 計 136,303

資 産 合 計 280,921 負 債 ・ 純 資 産 合 計 280,921

－ 30 －

貸借対照表



2016/05/24 17:09:01 / 15174449_株式会社光通信_招集通知

損　益　計　算　書

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 19,524

売 上 原 価 473

売 上 総 利 益 19,050

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 10,858

営 業 利 益 8,191

営 業 外 収 益

受 取 利 息 649

有 価 証 券 利 息 5

受 取 配 当 金 8,128

投 資 有 価 証 券 売 却 益 2,760

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 2,973

受 取 保 証 料 381

受 取 賃 貸 料 1,625

そ の 他 の 営 業 外 収 益 333 16,858

営 業 外 費 用

支 払 利 息 577

社 債 利 息 337

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 6,748

支 払 賃 借 料 1,247

そ の 他 の 営 業 外 費 用 1,561 10,473

経 常 利 益 14,576

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 9,780

関 係 会 社 株 式 売 却 益 2,561

そ の 他 の 特 別 利 益 2 12,344

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 10

投 資 有 価 証 券 売 却 損 79

関 係 会 社 株 式 売 却 損 332

投 資 有 価 証 券 評 価 損 70

関 係 会 社 株 式 評 価 損 667

関 係 会 社 清 算 損 19

そ の 他 の 特 別 損 失 9 1,188

税 引 前 当 期 純 利 益 25,733

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 6,760

法 人 税 等 調 整 額 489 7,250

当 期 純 利 益 18,482

－ 31 －
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株主資本等変動計算書

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株 主 資 本
合 計

そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 　 益
準 備 金

そ の 他
利 益 剰 余 金 利 益

剰 余 金
合 計特別償却

準 備 金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 54,259 6,063 6,063 1,204 89 42,563 43,857 △8,584 95,596

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △8,115 △8,115 △8,115

剰余金の配当に伴う積立 811 △811 － －

特別償却準備金の積立 455 △455 － －

当 期 純 利 益 18,482 18,482 18,482

自 己 株 式 の 取 得 △3,063 △3,063

自 己 株 式 の 処 分 1,676 1,676 3,563 5,239

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事 業 年 度 中 の 変 動 額 (純 額 )

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － 1,676 1,676 811 455 9,099 10,367 499 12,543

当 期 末 残 高 54,259 7,739 7,739 2,016 545 51,663 54,224 △8,084 108,139

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有
価証券評
価差額金

評価・換算差
額等合計

当 期 首 残 高 39,264 39,264 712 135,573

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △8,115

剰余金の配当に伴う積立 －

特別償却準備金の積立 －

当 期 純 利 益 18,482

自 己 株 式 の 取 得 △3,063

自 己 株 式 の 処 分 5,239

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事 業 年 度 中 の 変 動 額 (純 額 )

△11,778 △11,778 △35 △11,813

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △11,778 △11,778 △35 729

当 期 末 残 高 27,486 27,486 677 136,303

（注）計算書類に記載の金額については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成28年５月20日
株式会社　光　通　信

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 大 谷 秋 洋 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 村 太 郎 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 土 屋 光 輝 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社光通信の平成27年４月１

日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制

を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重

要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有

効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関

連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法

並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討

することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、株式会社光通信及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書

類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成28年５月20日
株式会社　光　通　信
 取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 大 谷 秋 洋 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 村 太 郎 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 土 屋 光 輝 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社光通信の平成27年

４月１日から平成28年３月31日までの第29期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行

った。

計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経

営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及

びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般

に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計

算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査

法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算

書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産

及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

  当監査役会は、平成27年４月1日から平成28年３月31日までの第29期事業年

度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1.　監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

　　実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査

　　人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

　　求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方

　　針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と

　　意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも

　　に、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からそ

　　の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求

　　め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において

　　業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社について

　　は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図

　　り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に

　　適合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会

　　社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものと

　　して会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備

　　に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されてい

　　る体制（内部統制システム）の状況について、取締役及び使用人

　　等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必

　　要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

－ 35 －
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③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して
　　いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の
　　執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　　また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保
　　するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を
　　「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議
　　会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明
　　を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書、並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討
いたしました。

2.監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状
　　況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に
　　違反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認
　　めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内
　　容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
　　れません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

3.各監査役間にて異なる監査意見はございません。

4.重要な後発事象はございません。

平成28年５月20日

株式会社光通信　監査役会

常勤監査役 西 島 義 隆 

社外監査役 田 中 　 稔 

社外監査役 髙 野 一 郎 

以　上

－ 36 －

監査役会の監査報告



2016/05/24 17:09:01 / 15174449_株式会社光通信_招集通知

株主総会参考書類
議　案　　取締役４名選任の件

取締役４名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となるため、取締役４名

の選任をお願いいたしたいと存じます。

取締役候補者は、次のとおりであります。

なお、取締役候補者は、取締役会が、当社の経営理念を具現化する能力、経営

全体の俯瞰力、本質的リスク把握力を有し、当社の持続的成長と中長期的企業価

値向上に資する知識や経験を有する取締役で構成されるよう、選定しております。

また、取締役会における実質的かつ建設的議論および迅速かつ合理的な意思決定

が確保されること、ならびに、取締役会の経営監督機能としての社外監査役の役

割の重要性を認識し、その活用を図ることを前提に、現時点で最適な人員体制と

なることを考慮し、選定しております。

候 補 者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式数

１
重 田 康 光

(昭和40年２月25日)

昭和63年２月　当社設立

当社代表取締役社長

平成３年６月  有限会社光パワー

取締役社長（現任）

平成12年11月　当社最高経営責任者（現任）

平成15年６月　当社代表取締役会長（現任）

1,198,274株

２
玉 村 剛 史

(昭和45年７月16日)

平成３年４月　当社入社

平成８年11月　当社取締役

平成11年９月　当社情報通信事業統括本部情報

通信事業本部長

平成11年11月　当社常務取締役

平成12年11月　当社最高執行責任者（現任）

平成13年11月　当社取締役副社長

平成15年６月　当社代表取締役社長（現任）

1,141,470株

３
和 田 英 明

(昭和48年12月13日)

平成９年４月　当社入社

平成16年６月　当社取締役

平成17年９月　当社ネットワーク事業本部長

平成19年４月　当社常務取締役

平成20年２月　株式会社パイオン取締役

平成21年６月　当社常務執行役員

　　　　　　　当社情報通信事業本部長

　　　　　　　（現コンシューマー事業本部

長）（現任）

平成24年４月　株式会社ハローコミュニケーシ

ョンズ代表取締役（現任）

平成24年６月　当社常務取締役（現任）

平成25年４月　テレコムサービス株式会社代表

取締役

平成27年６月　株式会社ウォーターダイレクト

取締役（現任）

300,000株

－ 37 －
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候 補 者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式数

４
儀 同 　 康

(昭和38年８月31日)

昭和62年４月　日本アイ・ビー・エム株式会社

入社

平成４年４月　当社入社

平成６年２月　当社経営企画室長

平成７年４月　当社取締役

平成９年12月　当社管理本部長

平成11年11月　当社常務取締役

平成13年11月　当社取締役

当社管理本部長（現任）

平成24年６月　当社常務取締役（現任）

54,946株

（注）１．当社と各候補者との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
２．候補者重田康光氏は、会社法第２条第４号の２に定める親会社等であります。
３．各候補者が所有する当社株式は、いずれも普通株式であります。
４．社外取締役を置くことが相当でない理由
　　　当社は、本招集ご通知16頁の事業報告「４．会社役員に関する事項」の「(2) 社外

役員に関する事項」の「③　社外取締役を置くことが相当でない理由」に記載のとお
り、社外取締役が経営判断に参加しつつ、経営に対する実効的な監督を行うためには、
当社の事業領域に関する知見および当社の企業経営や事業の特性への理解等を有し、
かつ、当社経営陣からの独立性を有していることが必要だと考えておりますが、現時
点では、これらの要件を満たす適任者の方の選定には至っておりません。適任でない
方を形式的に社外取締役として選任した場合、機動的かつ柔軟な経営判断を阻害され
るおそれがあるため、相当でないと判断しております。

　　　当社といたしましては、法令環境を含む社会環境や市場動向の状況等も勘案しつつ、
当社に最適なコーポレート・ガバナンスを目指し、今後とも継続的に検討を重ねてま
いる所存です。

以　上

－ 38 －

取締役選任議案
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株主総会会場ご案内図

会　場　東京都豊島区南大塚三丁目33番６号
ホテルベルクラシック東京　４階　フィガロ
電話　03－5950－1200（代表）

ホテル
ベルクラシック

東京

西巣鴨中
向原駅

交番

至池袋

至池袋 至巣鴨ＪＲ山手線

東京メトロ
　丸ノ内線

都電荒川線

アトレヴィ大塚

新大塚駅

至後楽園

都立大塚病院

大塚駅前駅

JR　大　塚　駅

巣鴨小

南口

北口

東福寺

（交通のご案内）

ＪＲ山手線　大塚駅　南口より　　　徒歩約２分

都電荒川線　大塚駅前駅より　　　　徒歩約２分

東京メトロ丸ノ内線　新大塚駅より　徒歩約７分

◎会場へのお車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。

地図




